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○ 滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第28号） 

１ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）に基づく法令遵守

体制の改善に必要な措置の命令に係る事務を大津市に移譲することとしました。（別表関係） 

２ この条例は、令和３年８月１日から施行することとしました。ただし、３の一部は公布の日から施行することと

しました。 

３ その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県税条例等の一部を改正する条例（条例第29号） 

１ 個人の県民税 

(1) 株式等譲渡所得割の特別徴収義務者は、株式等譲渡所得割の納税義務者が投資一任契約に基づき金融商品取扱

業者等に支払うべき一定の費用の金額がある場合には、当該金額（一定の金額を限度とする。）に100分の５を乗

じて計算した金額に相当する株式等譲渡所得割を還付しなければならないこととしました。（第１条による改正

後の第36条の18関係） 

(2) 特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例について、適用期限を令和９年度分の個人の県

民税まで延長することとしました。（第１条による改正後の付則第４条の５関係） 

(3) 個人の県民税の所得割の税額控除の範囲に係る扶養親族について、年齢16歳未満の者および控除対象扶養親族

に限ることとしました。（第１条による改正後の付則第４条の２の２関係） 

２ 法人の事業税 

(1) 電気供給業のうち、電気事業法第２条第１項第15号の３に規定する特定卸供給事業（以下「特定卸供給事業」

という。）に係る法人の事業税について、資本金の額または出資金の額（以下「資本金」という。）１億円超の

普通法人にあっては収入割額、付加価値割額および資本割額の合算額によって、資本金１億円以下の普通法人等

にあっては収入割額および所得割額の合算額によって、それぞれ課することとしました。（第１条による改正後

の第37条関係） 

(2) 電気供給業のうち、特定卸供給事業に対する法人の事業税の税率を次のとおりとすることとしました。（第１

条による改正後の第38条の３関係） 

ア 資本金１億円超の普通法人 

(ア) 収入割   100分の0.75 
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(イ) 付加価値割 100分の0.37 

(ウ) 資本割   100分の0.15 

イ 資本金１億円以下の普通法人等 

(ア) 収入割   100分の0.75 

(イ) 所得割   100分の1.85 

３ 電子計算機を使用して作成する県税関係帳簿等の保存方法等の特例 

(1) 自己が最初の記録段階から一貫して電子計算機を使用して作成する場合における県税関係帳簿に係る電磁的記

録の備付けおよび保存ならびに当該電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存について、知事の

承認を不要とすることとしました。（第１条による改正後の第143条および第144条関係） 

(2) 卸売販売業者等が行う製造たばこの売渡しまたは消費等が課税免除事由に該当することを証するに足りる書類

について、当該卸売販売業者等が一貫して電子計算機を使用して作成する場合には、一定の方法により、当該書

類に係る電磁的記録の保存または当該電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存をもって当該書

類の保存に代えることができることとしました。（第１条による改正後の第143条および第144条関係） 

(3) 次の書類に記載されている事項を一定の装置により電磁的記録に記録する場合には、一定の方法により、当該

書類に係る電磁的記録の保存をもって当該書類の保存に代えることができることとする等の措置を講ずることと

しました。（第１条による改正後の第143条関係） 

ア 卸売販売業者等が製造たばこを小売販売業者に売り渡す場合におけるその小売販売業者の営業所ごとの当該

売渡しに係る製造たばこの数量等を記載した書類 

イ 卸売販売業者等が製造たばこを小売販売業者である卸売販売業者等に卸売販売用として売り渡す場合におけ

る当該売渡しに係る製造たばこが卸売販売用であることを証する書類 

ウ 卸売販売業者等が行う製造たばこの売渡しまたは消費等が課税免除事由に該当することを証するに足りる書

類 

(4) 書類の徴収および提出について、次の措置を講ずることとしました。（第１条による改正後の第145条関係） 

ア (3)アおよびイの書類について、当該書類に記載すべき事項に係る電磁的記録の提供を受けることをもって当

該書類の徴収に代えることができることとしました。 

イ (3)アおよびイの書類に記載すべき事項に係る電磁的記録の提供を受けた者は、一定の方法により、当該電磁

的記録を保存しなければならないこととしました。 

４ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、１(1)および(2)ならびに３は令和４年１月１日か

ら、２は令和４年４月１日から、１(3)は令和６年１月１日から、それぞれ施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他所要の規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県税の課税免除および不均一課税に関する条例の一部を改正する条例（条例第30号） 

１ 過疎地域における課税免除について、次の改正を行うこととしました。（第２条および第３条関係） 

(1) 課税免除の適用を受ける区域を過疎地域のうち過疎地域持続的発展市町村計画に記載された産業振興促進区域

とすること。 

(2) 対象事業について、情報サービス業等を加えるとともに、過疎地域持続的発展市町村計画において振興すべき

業種として定められた事業に限ること。 

(3) 第１種特別償却設備の取得価額の要件を緩和するとともに、対象となる設備投資の範囲を拡大すること。 

(4) 第１種特別償却設備に係る県税の課税免除の適用期限を令和６年３月31日まで延長すること。 

２ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他所要の規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県使用料および手数料条例の一部を改正する条例（条例第31号） 

１ 医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理の基準に関する省令（平成16年厚生労働省令第179号）の一部改正

による医薬品等の調査に係る調査事項の増加等に伴い、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に

関する法律に基づく事務手数料の額を改定することとしました。（別表第53関係） 

２ その他 

(1) この条例は、令和３年８月１日から施行することとしました。ただし、(2)および(3)については、公布の日から
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施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

○ 滋賀県社会福祉士および介護福祉士修学資金貸与条例の一部を改正する条例（条例第32号） 

１ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）の失効および過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措

置法（令和３年法律第19号）の制定に伴い、必要な規定の整理を行うこととしました。（第10条関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県生活保護法に基づく保護施設の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条例第

33号） 

１ ハラスメントを防止するための方針の明確化等必要な措置を講じなければならないこととしました。（別表第１

関係） 

２ 感染症および食中毒の予防およびまん延を防止するための必要な措置を講じなければならないこととしました。

（別表第１関係） 

３ 避難および消火に関する訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない

こととしました。（別表第１関係） 

４ 感染症または非常災害の発生時において、入所者等に対する処遇を継続的に実施し、および非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画を策定するとともに、必要な措置を講じなければならないこととしました。（別表第

１関係） 

５ 保護施設の設備、職員、会計および入所者等の処遇の状況を明らかにする記録ならびに救護施設および更生施設

の入所者に係る金銭の収支の状況を明らかにする記録について、電磁的記録により行うことができることとしまし

た。（別表第１および別表第２関係） 

６ その他 

(1) この条例は、令和３年８月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条

例第34号） 

１ 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設および児童自立支援施設の長の任用要件のうち、

児童福祉事業または社会福祉事業に従事していた期間を勘案するものについて、相談援助業務に従事していた期間

を勘案することとしました。（別表第３および別表第13関係） 

２ その他 

(1) この条例は、令和４年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づく移動等円滑化のために必要な道路の構造

等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条例第35号） 

１ 旅客特定車両停留施設の構造について、新たに基準を定めることとしました。（別表関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

３ その他必要な規定の整備を行うこととしました。 
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